
 

障 発 ０ ２ ２ ０ 第 ８ 号  

平成２７年２月２０日  

  都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

 

 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

に基づく指定計画相談支援の事業の人員、設備及び運営に関する 

基準について」の一部改正について 

 

 

 障害保健福祉行政の推進につきまして、平素より格別のご配慮を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

 今般、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画

相談支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成 24 年 3 月 30 日障発

0330 第 22 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を別紙のとおり改正し、平

成 27年４月１日から適用しますので、御了知の上、貴管内市町村等に対し、その周知徹底

を図っていただく等、特段のご配慮をお願いします。 
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新 旧 対 照 表 

 

○「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成

24年 3月 30日障発 0330第 22号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（抄） 

（下線の部分は改正部分） 

改正後 現行 

第一（略） 

第二 

(1)～(10)（略） 

(11)指定計画相談支援の具体的取扱方針（基準第１５条） 

①～⑤（略） 

⑥ 利用者等によるサービスの選択（第２項第４号） 

相談支援専門員は、利用者等がサービスを選択することを基本に、これを支

援するものである。このため、相談支援専門員は、当該利用者等が居住する地

域の指定障害福祉サービス事業者等又は指定一般相談支援事業者に関するサ

ービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供する

ことにより、利用者等にサービスの選択を求めるべきものであり、特定の福祉

サービス等の事業を行う者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用

者等の選択を求めることなく同一の事業主体の福祉サービスのみによるサー

ビス等利用計画案を最初から提示することがあってはならない。 

特に、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

18 年厚生労働省令第 171 号）附則第 7 条に規定する地域移行支援型ホームの

利用を希望する者に係るサービス等利用計画案の作成に当たっては、利用者が

できる限り病院の敷地外である地域生活に移行することが可能となるよう、当

該地域移行支援型ホームの利用のほかに、当該者が地域生活に移行可能となる

ような支援策が考えられる場合にはそれを当該者に提示するように努めなけ

ればならない。 

⑦～⑲（略） 

 

(12)～(25)（略） 

第一（略） 

第二 

(1)～(10)（略） 

(11)指定計画相談支援の具体的取扱方針（基準第１５条） 

①～⑤（略） 

⑥ 利用者等によるサービスの選択（第２項第４号） 

相談支援専門員は、利用者等がサービスを選択することを基本に、これを支

援するものである。このため、相談支援専門員は、当該利用者等が居住する地

域の指定障害福祉サービス事業者等又は指定一般相談支援事業者に関するサ

ービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供する

ことにより、利用者等にサービスの選択を求めるべきものであり、特定の福祉

サービス等の事業を行う者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用

者等の選択を求めることなく同一の事業主体の福祉サービスのみによるサー

ビス等利用計画案を最初から提示することがあってはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦～⑲（略） 

 

(12)～(25)（略） 
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